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１．新庁舎等の施設配置計画等に対するイメージ 

・弊社は、基本的な取組方針（様式４）で示したように、新庁舎と消防庁舎等の対象地におけるゾーニング及びローリング

計画の内容により、新庁舎の事業手法や民間収益施設の事業手法（公有地の有効活用手法）が異なると認識してい

る。弊社としては、現段階では、次のような認識を有している。 

(1) 市役所前グラウンドに本庁舎と消防庁舎を集約整備する。 

・本庁舎や消防庁舎の整備にあたっては、新庁舎等の整備期間中においても、公共サービスの提供に影響を及ぼさな

いことと、施設利用者の利便性に最大限配慮することに留意する必要がある。それらの観点から最も合理的な方法は、

市役所前グラウンドに、本庁舎、消防庁舎、利用者駐車場及び防災広場等を集約整備することである。新庁舎や消防

庁舎の想定延床面積から判断する限り、市役所前グラウンドにこれらの施設等を集約整備することは十分に可能である

と考えており、公共施設の将来的な拡張用地を確保することも可能であると考える。 

(2) 本庁舎と消防庁舎は分棟構成とする。 

・複数の公共施設を一つの敷地で整備する場合は、一般的には、複合施設とするほうが、施設利用者にとって利便性が

高くなり、事業費の削減効果や公共用地の有効活用も期待できる。しかし、本事業の対象である新庁舎と消防庁舎で

は庁舎の性格や求められるスペック（例：階高）が異なるほか、一般車両と緊急車両との車両動線の混線防止に留意す

る必要がある。このため、施設利用者や車両の動線を十分に考慮した上で、分棟整備することが前提になると考える。 

(3) 現庁舎敷地については公共施設用地としての活用可能性を検討した上で民間収益施設の誘導を図る 

・現庁舎用地については、施設の解体撤去後、用地全体を利用することができるが、その活用については、市民にとって

の貴重な共有財産であることに留意する必要がある。そのため、まずは全市的な公共施設マネジメントの観点から、公

有地としての活用を考える必要がある。その上で、当面、市による土地利用計画がない場合には、公有地有効活用の

観点から民間事業者による活用等の検討を進めることがよいと考える。 

(4) 民間収益施設としては地域密着型施設の誘導を図る 

・現庁舎敷地は約 11,000 ㎡と相応の規模であり、第二種住居地域や第二種高度利用地区等の都市計画上の要件を満

たす範囲で民間収益施設を誘導することができる。そのため法的には多様な施設が想定される。 

・しかし、現庁舎敷地への民間収益施設導入については、現庁舎敷地の立地条件を踏まえて、その事業性について十

分検討する必要がある。例えば、対象地の最寄り駅である京成津田沼駅周辺には、駅に隣接して複合施設等があり、

飲食店、物販店、フィットネスクラブ等が入居している。また、同駅から徒歩圏内にある JR 津田沼駅周辺にも大規模商

業施設、事務所ビル、ホテル、フィットネスクラブ等のサービス施設が多数立地しており、そこでの施設整備状況は、対

象地での商業施設やサービス施設といった民間収益施設の立地可能性について大きく影響すると想定される。また、ら

らぽーと船橋や新習志野駅周辺の大規模商業施設との競合に加え、JR 津田沼駅南口で行われている土地区画整理

事業についても、民間機能の立地という観点では競合という視点で捉える必要があると考えられる。 

・現段階で弊社が聴取している民間事業者の意向等を踏まえると、対象地で最も有力な民間収益施設は住宅である。し

かし、公共用地の有効活用という観点からは、戸建分譲住宅や分譲マンションといった公有地の売却を前提としたもの

は、庁内や市民のコンセンサス取得が難しい場合もあるのではないかと考える。公有地の売却を前提としない事業手法

としては定期借地権があるが、定期借地権マンションについては、事業性に課題があるのではないかと認識している。 

・以上のような対象地を取り巻くマーケット環境を踏まえると、民間収益施設としては、戸建分譲住宅と分譲マンションを除

くと、生鮮食料品を中心に取り扱う食品スーパー、医療関連施設、子育て関連施設等の地域密着型の施設に限定され

るのではないかと認識している。なお、これらの施設については、比較的定期借地権と親和性が高いと考えられ、貴市

の公共施設マネジメント方針とも整合しやすいものと想定される。 

・なお、公有地の有効活用の可能性については、本調査で可能性の有無や可能性がある施設内容、進出条件等を明確

にしておかないと、今後の検討過程において手戻りが発生し、喫緊の課題である庁舎の事業化が遅延する可能性もあ

ると考える。そのため、弊社では、多様な民間施設の立地を判断するための民間事業者の意向調査を充実させたい

（後述）。 

・また、商業施設等による土地利用が事業性の観点から難しい場合には、民間収益施設の破綻可能性やその影響等を

考慮すると、無理に民間事業者による公有地活用を進めるのは適当ではないと考える。貴市にとっての収益性が尐なく

VFM 面での効果が小さくなって、賑わいを創出や地域に貢献できる施設、環境といった今後重要性を増す特定のテー

マを市民に対して啓発できる施設を整備することを検討してもよいのではないかと考える。 

様式７ 

 

業務についての提案 
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２．施設整備・公有地の有効活用に関する提案 

・施設整備及び公有地の有効活用を検討するに際しては、複数の施設をどのように配置するかが重要になる。敷地条件

等を踏まえ、現時点で弊社が想定する配置計画の考え方は以下のとおり。 

(1) 本敷地の特徴 

・新本庁舎及び消防庁舎の整備が予定されている市役所前グラウンドにおいては、南側の道路の傾斜にあわせて、

敷地が大きく３つの地盤面に分割されると考えられる。配置計画に際しては、以下に挙げる各地盤面の特徴を踏まえ

ることが重要であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 配置計画の考え方 

ア 各敷地の利用計画 

・市庁舎及び消防庁舎は、まとまった平場を確保できる敷地➋を中心に計画する。 

・敷地➊及び➌については、民間施設の誘導も考えられるが、➊は敷地形状、方位、➌は接道に問題がある。 

・敷地➊については、ハミングロードと一体となった緑地空間として整備することで、将来の公共施設用地、市庁舎の

増築用地として確保しておく。将来公共施設が建設された場合でも、２階レベルで市庁舎及び駐車場との連携が可

能である。 

・敷地➌については、市庁舎の付帯施設（駐車場等）を整備することにより、将来の市庁舎の建替え用地等として確保

しておくことが考えられる。 

・現本庁舎の敷地については、民間施設の誘導を図ることが可能である。 

イ 庁舎機能の配置に当たっての留意点 

・市庁舎の配置においては、庁舎機能の配置にあたっては、市民、職員が利用しやすい施設とすることが重要となる。

また、消防庁舎に関しては、その特性から、配置計画等において一定の制限があると考えられる。現時点度で想定

する留意点は以下のとおり。 

 

・フレキシブルな施設、市民利用のしやすい施設とするために、１フロアを出来るだけ

広く確保する。 

・駅からの動線、視認性等に配慮する。 

 

・利用形態の違い等を踏まえ、市庁舎とは分棟で配置する。 

・緊急用車両の利用を想定し、前面道路を十分に確保するとともに、市庁舎への動線と

交錯しないよう配慮する。 
 

前面道路

① (0m)
② (+4～5m)

③ (+6～7m)

 

・西側に、習志野市外を抜ける遊歩道「ハミングロード」

の一部として、緑豊かの歩道が整備されており、低層

の周辺建物とともに、落ち着いた雰囲気がある。 

・遊歩道周辺、②との境界部分に緑が多く見られる。 

 

 

・グラウンド跡地として、広くまとまった平地となってお

り、来庁者駐車場として利用されている。 

・緑は尐なく北側線路境界に残っている程度。 

 

 

・消防本部敷地としてまとまったスペースを確保してい

るが、接道面は尐ない。 

・敷地北東側にまとまった緑地が残っている。 
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(3) 現時点での配置計画案 

・上記(1)及び(2)を踏まえ、現時点で想定する配置計画案（２パターン）およびその評価は以下のとおり。市庁舎、消防

庁舎に加え、イベント利用や防災時の活用等に対応した多目的広場の整備を想定している。 

・また、市庁舎及び消防庁舎の移転新築においては、市民の利便性、財政負担等を勘案し、庁舎の機能を中断させ

ることなく、新庁舎を整備する必要がある。 
 

A  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①南側道路にリニアに配置する 

②将来フレキシブルな対応が図れるよう、１フ

ロアを広く確保し、全体を５層で構成 

③形状が正方形となるため、中央に光庭（吹

抜け）を設けるなどの配慮が必要 

 
①南側道路に面して配置する 

②市庁舎とあわせて５層で構成 

 

①西側遊歩道、市庁舎、南側敷地と隣接して

おり、一体的な利用が可能 

②高低差があるため、一部階段状となる 

 

 

①駅から近い位置に市庁舎が建つため視認

性が高い 

②歩行者と車両の完全な分離が可能（歩行者

B１F、車両１F） 

 
駅からのアプローチに配慮し、遊歩道や南側

敷地との連携も可能な計画となる。 

 

・現市庁舎及び消防庁舎を残し

ながら、新市庁舎を建設 

   

・第 2、第 3 分室を解体し、車寄

せ及び消防庁舎を建設 

  

・現消防庁舎を解体後、広場を

建設し、工事終了 
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B  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①南側道路にリニアに配置する 

②将来フレキシブルな対応が図れるよう、１フ

ロアを広く確保し、全体を５層で構成 

③東西に長いプランとなり、オフィスとしては使

い勝手の良い平面形状となる 

 

①南側道路に面して配置する 

②市庁舎とあわせて５層で構成 

③設置階は遊歩道と同じ敷地レベルとなり庁

舎敷地との間に壁が発生する 

④南側敷地と対面するため、配慮が必要 

 

①市庁舎と隣接しており、一体的な利用が可

能であるが、民間施設や遊歩道と離れてお

り、独立した使われ方になる 

②高低差のないフラットな広場となり、使い勝

手がよい 

 

 

①市庁舎の前に消防庁舎がたつため、市庁

舎が見えにくい 

②駅からのアプローチの場合歩行者動線車

両動線が交錯する 

 

市庁舎の形状としては A 案より好ましいが、駅

からのアプローチ、広場や遊歩道との連携に

課題が残る 

 

・現市庁舎及び消防庁舎を残し

ながら、新市庁舎を建設 

   

・第 2、第 3 分室を解体し、車寄

せ及び消防庁舎を建設 

  

・現消防庁舎を解体後、広場を

建設し、工事終了 

(4) 余剰地活用の考え方 

・前述のとおり、市役所前グラウンドにおいて生じる余剰地に関しては、将来の行政需要等への対応に活用し、南側の

現庁舎敷地において、民間施設の誘導を図ることを想定している。 

・民間施設の土地利用規模、土地利用形態（購入／賃貸）については、需要調査の結果を踏まえ検討することとし、こ

の結果によって上記の施設配置計画も適宜変更する。 
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３．委託内容等の考え方 

・本業務において想定される調査内容に関して、具体的な手順、実施内容等を提案する。あわせて、VFMの算定に関す

る考え方も示す。 

(1) 基本条件の整理 

・本事業では、市庁舎及び消防庁舎（駐車場、広場等含む）に加え、民間施設の整備が想定される。基本条件の検討

は、これらの施設の機能及び適正規模の把握を行う。詳細な施設計画は来年度以降の基本計画において策定され

るものと考えるが、本業務においても一定の検討することにより基本計画策定の円滑化に寄与することとする。 

・調査の手順としては、まず、敷地条件等の整理を行ったうえで、市庁舎及び消防庁舎の機能・規模の検討を行う。そ

の後、庁舎の規模を平面計画に落としこんだ際に生じる余剰地の活用方法について検討を行う。 

ア 敷地条件の整理 

・敷地条件については、当該地にかかる都市計画関連法上の規制のほか、インフラ（上下水道、ガス、NTT）の敷設

状況、既存建物の概要及び接道状況等を調査する。あわせて、敷地周辺の公共施設、商業施設等の集積状況に

ついても調査し、公有地活用を検討する際の基礎条件とする。  

イ 施設整備条件の整理 

・庁舎施設の整備条件（機能・規模）については、貴市においても一定の検討が行われていると考えるが、主に以下

の視点から、より具体的な機能・規模の検討を行う。 

■共用化 

・本事業の特徴として、分散している庁舎機能の集約化を図る必要があることが挙げられる。集約化を検討する際

には、既存各部署の必要面積等の積み上げにより庁舎規模を想定することにより、過度な面積想定となるおそれ

もあることから、職員による将来需要や市民利用等にも配慮しながら、会議室の集約化等の検討を行い、庁舎規

模を提示する。 

■１フロアの規模の検討 

・市民及び職員の利便性、フレキシブルな施設の実現等に配慮し、１フロアの面積を可能な限り広くとることが重

要となる。本業務においては、敷地条件、庁舎機能の連携のあり方等を踏まえ、１フロアの面積を算定する。 

■ライフサイクルコストの低減 

・財政負担軽減の観点からは、上記の効率化による施設規模削減のほか、建物のライフサイクルコストの低減を図る

ことも重要になる。省エネ設備の導入、自然光、通風の利用等、ライフサイクルコストを削減する方策について検

討を行う。 

■付帯施設の検討 

・通常の庁舎機能に加え、行政サービスの向上等の観点から付帯的に必要となる機能について検討を行う。具体的

な例としては、「市庁舎建設の考え方について」において示されたコンセプトにあわせ、防災拠点としての機能

（例：避難場所となる広場、トイレや水道の確保）、市民交流機能（例：市民利用スペース）や潤いの機能（例：

緑地）、その他利便施設（コンビニ・食堂等）の導入可能性について検討を行う。 

ウ 公有地活用条件の整理 

・対象地においては、付帯施設の規模にもよるものの、一定規模の余剰地が発生する。余剰地については、可能な

限り民間施設の導入を図り、財政負担の軽減に努めることが重要となる。主な調査内容は以下のとおり。 

 

■民間施設の需要の検討 

・余剰地への導入可能性が高い民間施設は住宅であると認識している。但し、住宅の規模には限界があり、あわせ

て商業機能等を導入することも考えられることから、周辺の施設集積状況等を踏まえ、余剰地における民間事業

の成立性について詳細に調査する。【調査方法は P10に示すヒアリングを想定】  

■民間施設誘導条件の検討 

 ・民間施設の需要を踏まえ、余剰地へ導入が望ましい施設について整理を行う。この際、貴市として望ましくない

施設（周辺への影響の大きい比較的規模のある商業施設等）については、排除することも考えられる。 

■貸付／売却、財産区分の検討の検討 

・上記２点を踏まえ、余剰地の利用形態（売却／賃貸）等について検討を行う。民間施設の種類及び貴市の財政へ

の影響を踏まえ、売却、賃貸のメリット及びデメリットの比較を行うことを想定している。また、賃貸の場合に

は、望ましい借地方法（事業用定期借地権の活用等）期間について検討する。あわせて、余剰地の財産区分（行

政財産／普通財産）についても整理を行う。 
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(2) 施設配置計画案の検討 

・貴市から提示されている条件（例：床面積）を前提として、複数の配置計画案の検討を行

う。基本的には、市役所前グラウンドにおいて、庁舎機能と庁舎関連機能を重視した場合

の配置計画を検討する。また、必要に応じて、民間収益施設の導入を重視した場合の配

置計画についても検討を行うが、民間収益施設の導入を最重視した場合には、庁舎の

使い勝手に課題が生じる可能性が高いと認識している。 

・施設配置計画案の検討にあたっては、前述したように、各庁舎の特性、施設利用者や車

両の動線、ローリング計画を踏まえて検討と行う。 

・施設配置計画案については、必要に応じて民間事業者ヒアリング等で活用し、民間事業

者の意見も取り込みたい。 

 

基本条件の 
確認・整理 

 
ローリングを前提とした 

複数案の検討 

 
民間事業者に 
対する以降調査 

 
最適な配置 
計画案の提示  

(3) 民間事業者意向調査 

・本事業は、庁舎整備事業と公有地活用事業の 2 事業からなる。それぞれの事業について、アンケート調査を実施す

る。アンケート結果から、本事業へ関心がある企業に対しては、ヒアリングを実施して詳細を聴取することとする。 

・アンケートの対象先及び調査項目としては、各事業以下を想定している。詳細は貴市と協議の上決定したい。 

・なお、対象先には地元企業も含めることが必要である。弊社は貴市内にも拠点を有する金融系のシンクタンクであ

り、多様な業種の民間事業者への意向調査を迅速に行うことが可能である。 
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(4) 事業手法の検討・評価 

・従来方式のほか、本事業への適用が考えられる民活手法を想定し、定量的な分析及び定性的な分析をもとに総合

評価し、最も合理的な事業手法を提案する。 

・本事業は新庁舎等整備事業と公有地有効活用事業という 2つの事業から構成される。そのため、定量的分析につい

ては、まず、新庁舎等整備事業の定量分析（ＶＦＭ分析）を行い、一方で公有地有効活用事業による財政効果を分

析する。その上で、2 つの事業収支を合算してトータルの事業収支を検討する。 

   
 

   

留意点 

 2 つの事業にした方が、競争が

発揮される可能性がある 

公有地活用事業の収入を庁舎

整備事業に充当するなどの工

夫が可能となる 

 

ア 庁舎整備事業の事業手法に関する検討 

(ア) 想定される事業方式と定性分析 

・新庁舎等整備事業については、まず、従来方式のほか、本事業への適用が考えられる民活事業方式を想定し、

具体的な事業スキームや定性的な評価を行う。 

・民活事業方式としては多様なものがあるが、可能性の高いものとしては、①DB（Design Build）方式、②DBO

（Design Build and operate）方式、③BTO 方式（Build Transfer and Operate）、④BOT 方式（Build Operate and 

Transfer）方式の 4 方式があると想定している。以下の表は新庁舎整備事業における民活手法への評価である。 

・基本的には、民間事業者に包括的に業務を委託するほうが、VFM は得られる。本事業では、行政事務やその周

辺業務は貴市が行うことが適当と想定されるが、建物整備や維持監理業務については、包括的に民間事業者に

委託するほうが VFM面ではよいと考える。 

・ただし、庁舎としての使い勝手を優先する必要があるため、基本設計程度までを貴市が行った上で、民間事業者

から VE 提案等を求める携帯が現実的と考える。 

 

   DB  DBO  BTO  BOT  

土地所有者 市 市 市 市 市 

建物所有者 市 市 市 市 民間 

 

設計 市（民間委託） 民間 民間 民間 民間 

建設 市（民間委託） 民間 民間 民間 民間 

維持管理 市（民間委託） 市（民間委託） 民間 民間 民間 

資金調達 市 市 市 民間 民間 

 

性能発注 × ○ ○ ○ ○ 

一括発注 × △ ○ ○ ○ 

評 

 

 

価 

民間ノウハウ発揮による 

コスト削減 
× ○ ○ ○ × 

財政支出の 

平準化 
× × × ○ ○ 

事業期間中の市の事務

負担軽減 
× × ○ ○ ○ 

総合評価 

▲ △ ○ ○ ▲ 

▲民間ノウハウの

発揮が期待できな

い 

○民間ノウハウ発

揮によるコスト削

減が可能 

▲財政支出の平

準化、市の事務負

担軽減は困難 

○民間ノウハウの

発揮によるコスト

削減が可能 

▲財政支出の平

準化が期待できな

い 

○民間ノウハウの

発揮によるコスト

削減が可能 

○財政支出の平

準化が可能 

 

▲税負担が生じる

ため、コスト削減

は期待できない 

 あ 
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(イ) スケジュールの検討 

・(ア)で想定した従来方式及び４つの事業方式ごとに、事業スケジュールの検討を行う。 

・本スケジュールの検討では、公募手続きに関する期間だけでなく、施設竣工までの期間を対象として検討を行

う。また、スケジュールの検討では、議会等の承認のタイミング（債務負担行為、契約議決）等にも十分留意して

検討する。 

 

(ウ) 定量的分析（ＶＦＭ分析） 

・従来方式及び４つの民活方式について定量的分析（VFM分析）を行う。 

 

   

施設整備費 

・類似庁舎事例を収集・分析し概算コストを算定、本事

業の施設の特徴（例：立地条件、面積、階高、グレー

ド）の補正を行う。 

・想定した本事業の施設の特徴を民間事業者に提示す

るのは望ましくないため、民間事業者からの参考見積

徴収は困難である。 

・そのため、民間事業者へのヒアリング、過去の類似事

例、弊社グループの知見などを勘案して算定する。 

維持管理費 

・現在の維持管理費・人件費の実績をベースとしつつ

も、現在の仕様水準の検証、施設内容変更の補正を

行う。 

・民間事業者へのヒアリング、過去の類似事例、(社)建

築・設備維持保全推進協会（BELCA）データなどを勘

案して算定する。 

資金調達費 
・貴市の従来手法での財政支出（起債、一般財源）方法

から算定する。 

・民活手法の融資をしている金融機関に金利水準等を

確認して算定する。 

民間事業者の収益 
－ ・民間事業者へのヒアリング、過去の類似事例、弊社グ

ループの知見などを勘案して算定する。 
 

a 概算事業費、従来手法の事業費の算定 

・施設整備費については、現段階では設備内容や仕様等を明

確化することが困難であるため、先行事例等を踏まえた標準

的な工事コストで算出することが現実的である。その上で、貴

市庁舎において特有の項目（例：立地条件、地盤、面積、階

高、グレード）を考慮して、補正を行う。この特有の項目につい

ては、貴市と協議し、なるべく精度の高い概算を目指したい。 

・解体費については、ゼネコンや産業廃棄物処理費等数社か

ら意見を聴取し、概算を把握したい。 

・維持管理費や運営費については、現在の庁舎実績や類似施

設の維持管理費・運営費のデータを入手し、これをもとに平均的な維持管理・運営費を算出したい。また、類似

施設の PFI 事業に参加した民間事業者に対して、当該事業の要求水準に見合ったコスト算出に関して意見を聴

取して補正を行いたい。 

・さらに、PFI 事業として実施した場合のコスト削減効果についても、合わせて意見聴取し、PFI 導入時のコスト設定

に反映したい。 

ｂ 民活手法の事業期間設定 

・想定される官民の役割分担、資金調達条件等を考慮して事業期間を設定する。 

・PFI 先行事例を見ると、事業期間は 15 年～30 年で設定されていることが多い。本事業では、以下のリスクの取り

扱いの観点から 15 年を中心として検討することがよいと考える。 

○ 大規模修繕費変動リスク 

・事業期間が長いほど、大規模修繕費に関する変動リスクが大きくなる。民間事業者も、類似事例や(社)建築・

設備維持保全推進協会（BELCA）の考え方等に基づき一定の想定を行うことは可能であるが、実際に発生す

る費用との変動幅が大きくなる。貴市が、大規模修繕費変動リスクを負わないためには、大規模修繕業務を民

間事業者の業務から除外するか、事業期間を短縮化することが考えられる。現段階では、後者の考え方を主

に検討することが適当と考えている。 

 

VFM

VFM

PFI
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○ 金利変動リスク 

・金利変動リスクも事業期間が長いほど大きくなる。20 年、30 年といった事業期間の場合、資金の借り換えが必

要となり、現在の低金利の状況を考えると、10 年後、20 年後の金利水準は現在より高くなっている可能性が高

い。そのため、借り換えの必要の無い 15 年程度の事業期間が VFM面では有効と考えられる。 

○ １年あたりの財政負担額 

・一方、事業期間が短くなると 1 年あたりの財政負担が大きくなる。事業期間の設定にあたっては、貴市の財政

状況や起債の償還期間、上記リスクを勘案しながら決定する必要がある。 

 

ｃ 民活手法におけるコスト削減率の設定 

・コスト削減率を複数パターン設定して、コスト削減率と VFM の感応度を分析する。その後、民間事業者への意向

把握結果をもとに、コスト削減率を設定し、精査する。 

 

ｄ 資金調達方法の設定 

・簡易VFMの段階では、資本金5%、借入金95%と設定する。その後、民間事業者のヒアリング結果に基づき、劣後

ローン等を組み合わせた場合の VFM も算定したい。 

 

ｅ 金利水準 

・簡易 VFM の段階では、基準金利＋スプレッド（1%程度）と設定する。その後民間事業者のヒアリング結果に基づ

き、スプレッドの設定や劣後ローン金利等の設定を行う。 

 

ｆ 経営指標の目標値 

・簡易VFMの段階ではEIRR（株主の投資利回り）を 5%以上、DSCR（資金返済可能性：返済可能金額／返済必要

金額）を 1.0 以上とし、ヒアリング結果により補正を行う。 

 

ｇ PFI 特有のコストの設定 

・PFI 特有のコストとして、SPC 開業経費、SPC 運営経費、保険料、公租公課、融資組成手数料、弁護士費用、監

査費用等が発生する。民間事業者へのヒアリングを通じて、徐々に設定値の精度を高めていくこととする。 

 

ｈ 民活手法の事業費の算定 

・上記の設定値をもとに、f で示した経営指標の目標値の達成に必要なサービス購入費を算定し、そこから

PFI/LCC を算定する。 

 

ｉ VFM 分析 

・上記の算定結果をもとに、VFM 比較を行うととともに、PFI で実施した場合における各年のサービス購入費支払

額を算定する。 

・弊社の経験上、本事業の規模（庁舎規模、事業費）から、どの方式も VFM が発揮される可能性が高いのではな

いかと考えており、中でも、①DB 方式、②DBO 方式、③BTO のコスト削減が高いと思料する。さらに、BTO 方式

については財政支出の平準化が高いと想定する。 

 

イ 公有地活用事業における財政収支の検討 

・本事業には、庁舎整備事業のみならず公有地有効活用事業も含まれており、公有地活用事業の事業方式によって

は、地代収入や売却収入を庁舎整備事業に充当できる可能性がある。現庁舎敷地を活用用地とした場合、敷地

11,000 ㎡、第二種住居地域、建蔽率 60％、容積率 200％などから約 2 万㎡の住宅、商業施設、業務施設などの整

備の可能性がある。 

・このような様々な活用用途を想定し、活用用途に応じた事業方式（定期借地、売却）などについて検討する。さらに

当該事業方式ごとの公有地活用による財政収支を検討する。 
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【公有地活用における財政収支の検討ステップ】 

 活用用途、活用方式の検討 

            ↓ 

 活用用途、活用方式に基づく事業費、財政負担の算定  

 

 

   

        

公共施設 
他の 

公共施設 
○ 

他の公共施設

整備の必要性 
 

定期 

借地 

○長期安定的に地代収入が

得られる（一時金とする方式

もある） ※1 

・定期借地事業の事業性の

確認が重要  

 

住宅 
戸建て、 

集合住宅 
○ 

住宅となること

への市民感情 
 

商業施設 
小売店舗

等 
△ 

長期的な 

成立可能性 
 

売却 

○一時的に売却収入が得られ

る ※1 

▲市の資産の減尐になるため

将来の公有地利用が困難

になる 

▲活用条件付の売却にして

も、経済情勢等の変化によ

り活用条件を永続的に縛る

ことは困難  業務施設 オフィス △ 
長期的な 

成立可能性 
 

 ※１ 計画地の前面道路の路線価は 135 千円/㎡、現庁舎のある南側敷地を活用用地とした場合、一般的（2％/路線価/年）な年間借地料は約 30

百万円、路線価で売却した場合の売却代金は約 15 億円。 

 

ウ 総合的財政収支 

・ア及びイの財政収支を総合して総合的財政収支の検討を行う。 

・「VFM に関するガイドライン」では、「民間事業者が、本来公共部門が必要とする施設（事業）に付帯的施設（事業）部

分を加えて事業を実施する場合も想定され得るが、特定事業の選定段階における PFI 事業の LCC 算定に当たって

は、原則として、本来公共部門が必要とする施設（事業）のみを想定する。」と記載されている。 

・本事業では、2 つの事業を 1 つの民活事業として実施することも考えられるが、その場合でも、庁舎整備事業のみで

VFMが発揮されることを確認しておく必要がある。 

 

 


